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   議 案 第 ２４ 号 
 

令 和 ５ 年 度 奥 多 摩 町 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 
 
    令和５年度奥多摩町の下水道事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 
 
    （歳入歳出予算） 
   第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７１２，０００千円と定める。 
   ２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 

（継続費） 
   第２条 地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 
 
    （一時借入金） 
   第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は１００，０００千円と定める。 
 
    （歳出予算の流用） 
   第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

場合は次のとおりと定める。 
   (1)  各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれら

の経費の各項の間の流用。 

 
        令和５年３月３日 提 出 
 
                            奥多摩町長  師  岡  伸  公 
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第  

15,974 17,6

歳

57 △1,683

 

０２ 使用料

出

及び手数料 69,90

 

8 66,173 3,7

予

35

０

 

１ 使用料 69,782

算

66,152 3,630

０２ 手数料 126 21 10

1

5

０３ 国庫支出金 2,254 588 1,666

０１ 国庫補助金 2,254 588 1,666

歳

０４ 都支出金 76

　

6 199 567

入

０１ 都補助金

（

766 199 567

 
単

０５ 繰入

位

金 623,093 62

：

8,378 △5,28

千

5

０１

円

一般会計繰入金 623

）

,093 628,37

款

8 △5,285

項

０６ 繰越金 4

本

4 0

０

年

１ 繰越金 4 4 0

表

度

０７ 諸収入 1

予

1 0

０

算

１ 預金利子 1 1 0

額 前年度予算額

歳　　　　　　入　　

　

比

　　　　合　　　　　

　

　計 712,000 7

　

13,000 △1,0

較

00

　

０１ 分担金及び負担金

歳

15,974 17,6

 

57 △1,683

入

０１ 負担金

4



出

０２ 事業

（

費 85,863 68,

単

633 17,230

位

０１ 下水

：

道事業費 39,720

千

31,126 8,59

円

4

０２

）

浄化槽市町村整備推進

款

事業費 46,143 3

項

7,507 8,636

本

０３ 公

年

債費 316,342 3

度

42,326 △25,

予

984

算

０１ 公債費 316,3

額

42 342,326 △

前

25,984

年

０４ 予備費 34

度

3 1,105 △762

予

０１ 予

算

備費 343 1,105

額

△762

比　　較

歳　

０

　　　　　出　　　　

１

　　合　　　　　　計

総

712,000 713

務

,000 △1,000

費 309,452 300,936 8,516

０１ 総務管理費

歳

309,452 300

　

,936 8,516
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第  ２ 表   継 続 費 

 

（単位：千円）  

款 項 事 業 名 総   額 年 度 年  割  額 

１ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 
下水道事業公営企業会計

移行事業 
３５，４００ 

令和３年度 １２，１１３ 

令和４年度  ７，１８８ 

令和５年度 １６，０９９ 
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歳 算

,657 △1,683

 

０２ 使用

事

料及び手数料 69,9

 

08 66,173 3,

項

735

０

 

３ 国庫支出金 2,25

別

4 588 1,666

 

０４ 都支出

明

金 766 199 567

 

０５ 繰入

入 細

金 623,093 62

 

8,378 △5,28

書

5

０６ 繰

１

越金 4 4 0

　

０７ 諸収入 1 1 0

総　括

 

歳　　　入　　　合　　　計 712,000 713,000 △

(

1,000

歳　入

歳

) （単位：千円）

款 本

 

　年　度　予　算　額

出

前　年　度　予　算　

 

額 比　　　　較

予

０１ 分担金及び負

 

担金 15,974 17
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０１ 総務費 309,452 300,936 8,516 84,080 22

(

5,372

歳

０２ 事業費

　

85,863 68,6

出

33 17,230 3,

)

020 1,800 81

（

,043

単

０３ 公債費 3

位

16,342 342,

：

326 △25,984

千

316,342

円

０４ 予

）

備費 343 1,105

本

△762 343

　年　度　予　算　額　の　財　源　内　

歳　　　出　　　合　

訳

　　計 712,000

款

713,000 △1,

本

000 3,020 85

年

,880 623,10

度

0

予算額 前年度予算額 比　　較 特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源

国都支出金 地　方　債 そ　の　他
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費

766 01 浄化槽市

負

町村整備推進事業費都

担

補助金

金

村整備推進     

1

 浄化槽市町村整備推

5

進事業費都補助金

,

事業費都

9

補

助

7

金

4

合　　　　

２

1

計 766 199 567

7,657 △1,6

　

83 01 共用施設維 1

歳

5,974 01 共用

　

施設維持管理費負担金

入

持管

(

理費負      共用

款

施設維持管理費丹波山

)

村負担金

０

担金

１

合　

分

　　　計 15,974

担

17,657 △1,6

金

83

(款)０２ 使用

及

料及び手数料 (項) ０

び

１ 使用料

67,980

負

01

担

下水道使用料 67,9

金

81 64,351 3,

(

630 01 下水道使用

項

67,981 01 下

)

水道使用料

3,180

０

料  

１

    小河内処理区

負

下水道使用料

64,8

担

00

金

     奥多摩処理

（

区下水道使用料

1

単

02 過

位

年度分

：

     下水道使

千

用料過年度分

円

1,800

）

02

節

合併処理浄化槽使用料

目

1,801 1,801

本

0 01 合併処理浄 1,

　

801 01 合併処理

年

浄化槽使用料

　

化槽使用料  

度

    合併処理浄化

前

槽使用料

1

　

02 過年度分

年

  

　

   合併処理浄化槽

度

使用料過年度分

比　

合

　

　　　　計 69,78

較

2 66,152 3,6

説

30

(款)０２ 使用

　

料及び手数料 (項) ０

　

２ 手数料

126

　

01 下水道

　

手数料 126 21 10

　

5 01 下水道手数 12

　

6 01 下水道工事店

　

指定申請等手数料

　

料    

明

  指定、更新、再交

区

付申請手数料

　分

合　

金

　　　計 126 21 1

　

05

(款)０３ 国庫

額

支出金 (項) ０１ 国庫

1

補助金

2,254

5

01 浄化

,

槽市町村整備推進事業

9

費国庫補助金 2,25

7

4 588 1,666 0

4

1 浄化槽市町 2,254 01 浄化槽市町村整備推進事業費国庫補助金

村整備推進      浄化槽市町村整備推進事業費国庫補助金

事業費国庫

補

0

助金

1

合　　　

共

　計 2,254 588

用

1,666

(款)０

施

４ 都支出金 (項) ０１

設

都補助金

766

維

01 浄化槽

持

市町村整備推進事業費

管

都補助金 766 199

理

567 01 浄化槽市町
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3 628,378 △5

(

,285 01 下水道事

款

業 538,103 01

)

 小河内処理区下水道

０

事業繰入金

５

繰入金     

繰

 一般会計繰入金（小

入

河内分）

337,12

金

30

(

2 奥多摩処理区下水

項

道事業繰入金

)

     一

０

般会計繰入金（奥多摩

１

分）

一

45,929

般

02 浄化槽

会

市町 45,929 01

計

 浄化槽市町村整備推

繰

進事業繰入金

入

村整備推進  

金

    一般会計繰入

（

金（浄化槽分）

単

事業繰入金

位

39,061

：

03 その他

千

一般 39,061 01

円

 その他一般会計繰入

）

金

会

節

計繰入金      一

目

般会計繰入金（その他

本

分）

　年

合　　　　計

　

623,093 628

度

,378 △5,285

前

(款)０６ 繰越金 (

　

項) ０１ 繰越金

1

年

01 繰越

　

金 4 4 0 01 下水道事

度

業 2 01 小河内処理

比

区下水道事業繰越金

　

繰越金

　

     前年度繰越

較

金（小河内分）

1

説

02 奥

　

多摩処理区下水道事業

　

繰越金

　

     前年度繰

　

越金（奥多摩分）

　

1

　

02 浄化

　

槽市町 1 01 浄化槽

　

市町村整備推進事業繰

明

越金

区

村整備推進      

　

前年度繰越金（浄化槽

分

分）

金

事業繰越金

1

　

03 その他

額

繰越 1 01 その他繰

2

越金

0

金      前年度繰

0

越金（その他分）

,98

合　　　　計 4 4 0

0

(款)０７ 諸収入 (項) ０１ 預金利子

101 預金利子 1 1 0 01 預金利子 1 01 預金利子

     歳計現金預金利子

0

合　　　　計 1 1

1

0

一般会計繰入金 623,09
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     金

20

　明

     町村下

一

水道推進協議会会費

般財

16,816

源 区

26 公課費 16,

　

816 01 公課費

分 金

     消費税

　

及び地方消費税

額
国都支出金 地 方 債 そ の 他

38,71901 一般管理費 38,719 52,557 △13,838 38,719 01

３

報酬 72 01 一般管

　

理費

歳

08 旅費 5

　出

10 需用費 10

(

0

款

12 委託料 2

)

1,626

０

13

１

使用料及び 4

総

賃借

務

料

費

18 負担金・

(

補 96

項

助及び交付

)０

金

１

26 公課

総

費 16,816

務

(01)一般管理費

管

72

理

38,7

費

19 52,557 △1

（

3,838 38,71

単

9 01 報酬 72 03 

位

非常勤職員報酬

：千

     下水道事業

円

運営委員報酬

）

本

5

　

08 旅費 5 0

年

1 費用弁償

　

 

度

    委員費用弁償

　の

100

　財

10 需用費 100 01

　

 消耗品費

源

2

　

1,626

内

12

　

委託料 21,626 0

訳

1 委託料

5,527

節

目

     下水

(

道使用料徴収事務委託

事業

     下水

)

道事業公営企業会計移

本

行業務委

11,099

 年

     託

 度

     下水道

前

事業公営企業会計シス

 

テム導

5,000

年 

     入業務委

度

託

比

4

　

1

 

3 使用料及び 4 01 

較

使用料及び賃借料

特 

賃借料      ふ

 

れあいまつりブース使

定

用料

 

96

 財

18 負担金・補 96

 

01 負担金・補助及

 

び交付金

56

源

助

説

及び交付      （

　

社）日本下水道協会会

　

費

　

金      

　

多摩地区積算施工適正

　

化委員会負担

20

　

11



財

管理委託

33

源

 

区

    消防法管理委

　

託

1,188

分

 

金

    汚泥収集運搬

　

処理業務委託

44,6

額

82

国

     

都

電気・機械設備点検整

支

備委託

212

出

 

金

    汚泥分析委託

地

400

 

    

方

 小河内処理区維持管

 

理委託

債

    

そ

 電気・機械設備及び

 

機場更新整備委

37,

の

675

 

    

他

 託

9,350

14

     管渠施設点

3

検調査業務委託

,58802 維持管理費 270,733 248,379 22,354 84,080 186,6

(

53 10 需用費 52,

款

672 01 維持管理

)

費（小河内処理区）

０

127,145

１

1

総

1 役務費 2,519 0

務

2 維持管理費（奥多

費

摩処理区）

(

12

項

委託料 189,239

)０

13 使用料及び

１

663

総

賃借料

務管

14 工事請負費 4,

理

000

費

17 備品

（

購入費 800

単

1

位

8 負担金・補 20,8

：

40

千

助及び交付

円）

金

(01)

本

維持管理費（小河内処

　

理区）

2,300

年　

143,588 1

度

57,429 △13,

　

841 19,280 1

の

24,308 10 需用

　

費 14,627 01 

財

消耗品費

145（分）

　

共用施設維持管理費負

源

担金 15,974

　

02

内

 燃料費

7,762（

　

使）下水道使用料 3,

訳

180

節

05 光熱水費

目

4,420（使）下水

(

道工事店指定申請等手

事業

06 修繕費

　　　数

)

料 126

本

1,200

 年

11 役務費 1,

 

403 01 通信運搬

度

費等

前

     

 

電話料（処理場・マン

年

ホールポンプ

 

 

度

    ・グラインダ

比

ーポンプ）

203

　 

02 火災保険料等

較

39

特

     

 

損害共済保険料

12

 定

     下水道

 

施設賠償保険料

152

 財

     建物

 

災害保険料

 

1

源

24,398

説

1

　

2 委託料 124,39

　

8 01 委託料

27,

　

720

　

    

　

 処理場・管渠施設維

　

持管理委託

2,867

　　

     水質

明

検査委託

271

一般

     処理場電気

12



財源

2,000

区　

14 工事請負費 2,0

分

00 01 工事請負費

金　

     下水

額

道管渠施設等維持補修

国

工事

都

300

支出

17 備品購入費 3

金

00 01 備品購入費

地 

     維持

方

管理用備品

 債 そ の 他

66013 使用料及び 660 01 使用料及び賃借料

6賃借料    

(

  小河内浄化センタ

款

ー用地借地料

654

)０

     車両賃

１

借料

総

2,00

務

0

費

14 工事請負

(

費 2,000 01 工

項

事請負費

)

   

０

  下水道管渠施設等

１

維持補修工事

総務

500

管

17 備品

理

購入費 500 01 備

費

品購入費

（

   

単

  維持管理用備品

位：

(02)

千

維持管理費（奥多摩処

円

理区）

230

）

本

127,145 90,

　

950 36,195 6

年

4,800 62,34

　

5 10 需用費 38,0

度

45 01 消耗品費

2

　

1,000（使）下水

の

道使用料 64,800

　財

05 光熱水費

16,

　

815

源

06 修

　

繕費

内

1,08

　

0

訳

11 役務費 1

節

,116 01 通信運

目

搬費等

(

    

事

 電話料（マンホール

業

ポンプ・グライ

) 本

     ンダーポン

 

プ）

36

年

02 

 

火災保険料等

度

 

前

    下水道施設賠

 

償保険料

年

64

 

,841

度

12 委

比

託料 64,841 01

　

 委託料

13,464

 較

     下水

特

輸送管渠施設維持管理

 

業務委託

216

 定

     流域下水道

 

接続点水質検査委託

1

 

,661

財

   

 

  不明水調査業務委

 

託

源

     奥

説

多摩処理区監視システ

　

ム更新整備

49,50

　

0

　

     委

　

託

　

3

　

1

　

3 使用料及び 3 01 

　

使用料及び賃借料

明
一

賃借料      ポ

般

ンプ制御盤共架料

13



財

2

源

0 退職手当組合負担

区

金（一般職）

　

 

分

    職員１名分

金　

1,274

額
国

04 共済費 1,29

都

7 03 共済組合負担

支

金（一般職）

出

 

金

    職員１名分

1

地

5

 

08 共済費

方 

     公務

債

災害補償基金負担金

そ の 他

20,84018 負担金・補 20,840 01 負担金・補助及び交付金

20,665

(

助及

款

び交付      流域

)

下水道維持管理負担金

０

34

１

金     

総

 監視システム無線電

務

波利用負担金

141

費 (

     青梅１

項

－１処理分区維持管理

)

負担金

０１ 総

合　計 309

務

,452 300,93

管

6 8,516 84,0

理

80 225,372

費

(款)０２ 事業費 (項

（

)０１ 下水道事業費

1

単

0,295

位

01 下

：

水道事業 39,720

千

31,126 8,59

円

4 39,720 02 給

）

料 6,844 01 下

本

水道事業費（小河内処

　

理区）

29,425

年　

費 03 職員手当等

度

7,282 02 下水

　

道事業費（奥多摩処理

の

区）

　

04 共済費

財

2,338

　

08

源

旅費 40

　

10 需

内

用費 241

　

11

訳

役務費 18

節

13

目

使用料及び 261

(事

賃借料

業

14 工事

)

請負費 18,155

本 

18 負担金・補 4

年

,541

 

助及び交

度

付

前

金

(0

 

1)下水道事業費（小

年

河内処理区）

3,8

 

34

度

10,29

比

5 10,084 211

　

10,295 02 給料

 

3,834 02 給料

較

（一般職）

特

  

 

   職員１名分

 定

372

 

03

 

職員手当等 4,144

財

01 扶養手当（一般

 

職）

337

 

03

源

 地域手当（一般職）

説

700

　

09 超

　

過勤務手当（一般職）

　

1,817

　

16

　

 期末勤勉手当（一般

　

職）

　

     

　

職員１名分

300

明
一

17 児童手当（一

般

般職）

618

14



般財

18

源

11 役務

区

費 18 02 火災保険

　

料等

分

     

金

自動車損害共済保険料

　額
国都支出金 地 方 債 そ の 他

811 互助組合交付金

     互助組合交付金

(

20

款)

08 旅費 20 02

０

 普通旅費

２

  

事

   職員普通旅費

業費

1,000

(項

14 工事請負費 1,

)

000 01 工事請負

０

費

１

     公

下

共マス設置工事

水道

(02)下水

事

道事業費（奥多摩処理

業

区）

3,010

費 （

29,425 21,

単

042 8,383 29

位

,425 02 給料 3,

：

010 02 給料（一

千

般職）

円

    

）

 職員１名分

本　

241

年

03 職員

　

手当等 3,138 03

度

 地域手当（一般職）

　

180

の

05 住

　

居手当（一般職）

16

財

2

　

06 通勤手

源

当（一般職）

800

　内

09 超過勤務手

　

当（一般職）

1,27

訳

0

節

16 期末勤

目

勉手当（一般職）

(事

     職員１名

業

分

485

)

20 

本

退職手当組合負担金（

 

一般職）

年

   

 

  職員１名分

度 前

1,022

 

0

年

4 共済費 1,041 0

 

3 共済組合負担金（

度

一般職）

比

   

　

  職員１名分

11

 較

08 共済費

特 

     公務災害

 

補償基金負担金

8

定 

11 互助組合交付

 

金

財

     互

 

助組合交付金

 源

20

説

08 旅費 2

　

0 02 普通旅費

　　

     職員普通

　

旅費

　

191

　　

10 需用費 241

　

02 燃料費

50

明
一

06 修繕費

15



般

業

財

10,754　　

源

　費国庫補助金 2,2

区

54

　

11 役務費 10,

分

754 01 通信運搬

金

費等

8（都）浄化槽市

　

町村整備推進事業

額

  

国

   口座振替手数料

都

1,814　　　費都

支

補助金 766

出

    

金

 浄化槽法定検査手数

地

料

8,316

 

 

方

    浄化槽清掃料

 

316

債

    

そ

 使用水量確認手数料

 

300

の

    

 

 浄化槽部品交換等作

他

業料

2

10,3

6

89

1

12 委託料 10,389 01 委託料

13 使用料及び 261 01 使用料及び賃借料

賃借料    

(

  車両賃借料

款)

17,155

０２

14 工事請負費 17,

事

155 01 工事請負

業

費

費

     公

(

共マス設置工事

項)

     （仮称）松

０

葉東線下水道管渠施設

１

整

下

     備

水

工事

道

     

事

（仮称）松葉東線下水

業

道管渠施設整

費

 

（

    備附帯工事

単位

4,541

：千

18 負担金・補 4,

円

541 01 負担金・

）

補助及び交付金

3,2

本

15

　

助及び交付

年

     多摩川上流

　

流域下水道建設負担金

度

100

　

金    

の

  国・都道掘削復旧

　

監督事務費負担金

1,

財

226

　

    

源

 多摩川上流流域下水

　

道改良負担金 

内　訳

合　

節

計 39,720 31,

目

126 8,594 39

(

,720

(款)０２

事

事業費 (項)０２ 浄化

業

槽市町村整備推進事業

)

費

46,143

本

0

 

1 浄化槽市町 46,1

年

43 37,507 8,

 

636 3,020 1,

度

800 41,323 1

前

0 需用費 4,300 0

 

1 浄化槽市町村整備

年

推進事業費

 

村整

度

備推進 11 役務費 10

比

,754

　

事業費

 

12 委託料 10,38

較

9

特

14 工事請負

 

費 20,680

 定

18 負担金・補 20

  

助及び交付

財

金

 

(01)浄化槽

 

市町村整備推進事業費

源

100

説

46,

　

143 37,507 8

　

,636 3,020 1

　

,800 41,323

　

10 需用費 4,300

　

01 消耗品費

4,2

　

00（使）合併処理浄

　

化槽使用料 1,800

　明

06 修繕費

（国）浄

一

化槽市町村整備推進事

16



　

    長期債利子（

　

小河内分）

21,19

　

0

　

料      

　

長期債利子（奥多摩分

明

）

9,777

一

 

般

    長期債利子（

財

流域負担金分）

1,0

源

17

区

     

　

長期債利子（浄化槽分

分

）

金　額

合　計 316,3

国

42 342,326 △

都

25,984 316,

支

342

(款)０４ 予

出

備費 (項)０１ 予備費

金

343

地

01 予備費

 

343 1,105 △7

方

62 343 28 予備費

 

343 01 予備費

債 そ の 他

     保守点検委託

     浄化槽整備事業

(

実施設計委託

款)

20,680

０

1

２

4 工事請負費 20,6

事

80 01 工事請負費

業費

     浄化

(

槽設置工事

項

2

)

0

０

18 負担金・

２

補 20 01 負担金・

浄

補助及び交付金

化槽

助及び交付      

市

都浄化槽推進市町村協

町

議会負担金

村

金

整備

合　計

推

46,143 37,5

進

07 8,636 3,0

事

20 1,800 41,

業

323

(款)０３ 公

費

債費 (項)０１ 公債費

（

279,322

単

0

位

1 元金 279,322

：

301,595 △22

千

,273 279,32

円

2 22 償還金・利 27

）

9,322 01 長期

本

債元金

　

子及び割引

年　

料

(01

度

)長期債元金

279

　

,322

の

279

　

,322 301,59

財

5 △22,273 27

　

9,322 22 償還金

源

・利 279,322 0

　

1 償還金・利子及び

内

割引料

61,343

　訳

子及び割引    

節

  長期債元金（小河

目

内分）

186,887

(事

料      長

業

期債元金（奥多摩分）

)

27,501

本

 

 

    長期債元金（

年

流域負担金分）

3,5

 

91

度

     

前

長期債元金（浄化槽分

 

）

年

37,02

 

0

度

02 利子 37,

比

020 40,731 △

　

3,711 37,02

 

0 22 償還金・利 37

較

,020 01 長期債

特

利子

 

子及び割引

 定

料

(01)

 

長期債利子

37,0

 

20

財

37,02

 

0 40,731 △3,

 

711 37,020 2

源

2 償還金・利 37,0

説

20 01 償還金・利

　

子及び割引料

5,03

　

6

　

子及び割引  

17



区　分 金　額
国都支出金 地 方 債 そ の 他

(01)予備費

343343 1,105 △762 343 28 予備費 343 01 予備費

(款

     予備費

)０４

合

予

　計 343 1,105

備

△762 343

費 (項)０１ 予備費 （単位：千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

目(事業) 本 年 度 前 年 度 比　 較 特  定  財  源 説　　　　　　　　明
一般財源

18



１．特 別 職

　　　　（単位：千円）

報 酬 給 料 期 末 手 当
年間支給率(月分)

地域手当 その他の手当
(退職手当負担金)

計

72

72 72

7272

そ の 他

議 員

そ の 他 13

比 較

長 等

計

前 年 度

長 等

計 13 72

本 年 度

議 員

計 13 72

長 等

72 72

そ の 他 13 72 72 72

議 員

給　与　費　明　細　書

区　　　分 職 員 数
　 （人）

給　　    　　与　    　　　費

共 済 費 合 計 備 考

19



２．一 般 職（ 会 計 年 度 任 用 職 員 以 外 の 職 員 ）

　　　　　（単位：千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(     )

2

(     )

2

(     )

　 ※（　　）内は短時間勤務職員の数（外書き）

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 管理職手当 超過勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当

本　年　度 372 578 180 1,500 162

前　年　度 324 557 1,500

比　　　較 48 21 180 162

区　　　分 期末勤勉手当
退職手当

組合負担金
児童手当

本　年　度 3,087 1,103 300

前　年　度 2,973 1,067 420

比　　　較 114 36 △ 120

区　　　分
職　員　数

          （人）

給　　    　　与　    　　　費

13,465

7,282 14,126 2,338 16,464

2,211 15,676

職　員　手　当　の

内　　　　　　　訳

比　　　　　較 220 441

本　　年　　度

788

合　　計 備　　考

6,624 6,841

共　済　費

6,844

661

前　　年　　度

127

20



（２）給料及び職員手当の増減額の明細                                            （単位：千円） 

区 分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳              E 説     明 備           考 

 

給  料 

 

   220 

 

１ 給与改定に伴う増減分 

 

   15 

  

給与改定の状況 

５年度 給与改定率      0.34％      

４年度 給与改定率      0.00％ 

 

２ 普通昇給に伴う増加分 

 

205 

  

平均昇給率         3.09％ 

 

３ その他の増減分 

 

 

  

職員数の異動状況 

 （現に在職する  （その他） （計） 

     職員数） 

 本年度    2人    人    2人 

 前年度    2人    人    2人 

 増△減   0人    人    0人 

 

職員手当 

  

     441 

 

 

１ 制度改正に伴う増減分 

 

67 

 

支給率引上げによる増 

 
期・勤手当支給月数改正による影響額 
（4.45月→4.55月） 
 

 

２ その他の増減分 

 

374 

 

 

   
扶養手当       48 
住居手当       180 
超過勤務手当   
特殊勤務手当        
退職手当負担金  36 

 
地域手当       21 
管理職手当 
通勤手当      162 
期末勤勉手当      47 
児童手当       △120 

 

 
 
 

21



（３）給料及び職員手当の状況 
ア．職員１人当りの給与 

区                  分 行 政 職（一） 行 政 職（二） 

５ 年 ４ 月 １ 日 現 在 

平均給料月額（円） ２８５，１５０  

平均給与月額（円） ３３８，９２０  

平 均 年 齢 （ 歳 ）         E ３６．５  

４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 

平均給料月額（円） ２７５，９５０  

平均給与月額（円） ３１２，６０６  

A平 均 年 齢 （ 歳 ）         E ３５．５  

 
 
イ．初任給                                         （令和５年１月１日現在） （単位：円） 

区   分 行 政 職（一） 行 政 職（二） 
国     の     制     度 

行 政 職（一） 行 政 職（二） 

高 校 卒 １５２，２００ １３９，９００ １５４，６００ １５１，９００ 

大 学 卒 １７３，５００  
総合職  １８９，７００ 
 
一般職  １８５，２００ 

 

 

22



ウ．等級別職員数 

区    分 行 政 職 （一） 行 政 職 （二） 
等  級 A職 員 数    E A構 成 比    E 等  級 A職 員 数    E A構 成 比    E 

５年４月１日現在 

４ 等 級 （   ） 
人 

（   ） 
％ ３ 等 級 （   ） 

人 
 

％ 
３ 等 級 

（課長補佐） 
（   ） 

  
（   ） 

 ２ 等 級 （   ） 
 

（   ） 
 

３ 等 級 
（係 長） 

（   ） 
 １ 

（   ） 
５０．０ １ 等 級 （   ） 

 
（   ） 

 

２ 等 級 （   ） 
 １ 

（   ） 
５０．０    

１ 等 級 （   ） 
  

（   ） 
    

計 （   ） 
２ 

（   ） 
１００．０ 計 （   ） （   ） 

４年４月１日現在 

４ 等 級 （   ） 
人 

（   ） 
％ ３ 等 級 （   ） 

人 
 

％ 
３ 等 級 

（課長補佐） 
（   ） 

  
（   ） 

 ２ 等 級 （   ） 
 

（   ） 
 

３ 等 級 
（係 長） 

（   ） 
 １ 

（   ） 
５０．０ １ 等 級 （   ） 

 
（   ） 

 

２ 等 級 （   ） 
 １ 

（   ） 
５０．０    

１ 等 級 （   ） 
  

（   ） 
    

計 （   ） 
２ 

（   ） 
１００．０ 計 （   ） （   ） 

                                                （ ）内は短時間勤務職員の数（外書き） 
（等級別の標準的な職務内容） 

区   分 ４ 等 級 ３ 等 級 ２ 等 級 １ 等 級 

行 政 職（一） 課長・主幹 課長補佐・係長・主査 主任 主事・技師 

23



エ．昇給 

区             分 合    計 
代 表 的 な 職 種          E 

行政職（一） 行政職（二） 

本 
 
 
年 
 
 
度 

職     員    数 （A）       （人） ２ ２  

昇 給 に 係 る 職 員 数 （B）       （人） ２ ２  

号 給 数 別 内 訳 

昇 給 無  （人）    
１ 号 給 （人）    
２ 号 給 （人）    
３ 号 給 （人）    
４ 号 給 （人） ２ ２  
５ 号 給 （人）    
６ 号 給 （人）    

比  率             （B）／（A）（％） １００．０ １００．０  

 
前 
 
 
年 
 
 
度 

職     員    数 （A）       （人） ２ ２  

昇 給 に 係 る 職 員 数 （B）       （人） ２ ２  

号 給 数 別 内 訳 

昇 給 無  （人）    
１ 号 給 （人）    
２ 号 給 （人）    
３ 号 給 （人）    
４ 号 給 （人） ２ ２  
５ 号 給 （人）    
６ 号 給 （人）    

比  率             （B）／（A）（％） １００．０ １００．０  
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オ．期末手当・勤勉手当 

区   分 
支 給 期 別 支 給 率                 E  

支給率計（月分） 
A職制上の段階、        E 
職務の等級による 
A加  算  措  置        E 

備   考 
６月（月分） １２月（月分）  

本 年 度 （１．２０） 
２．２７５ 

（１．２０） 
２．２７５ 

（２．４０） 
    ４．５５ 有  

前 年 度 （１．１７５） 
２．２２５ 

（１．１７５） 
２．２２５ 

（２．３５） 
    ４．４５ 有  

A国 の 制 度     E （１．１７５） 
   ２．２０ 

（１．１７５） 
２．２０ 

（２．３５） 
    ４．４０ 有  

                                                   （ ）内は再任用職員の支給率 
 
 
カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当                                   （令和５年４月１日現在） 

区   分 
２０年勤続の者 

 
（月分） 

２５年勤続の者 
 

（月分） 

３５年勤続の者 
 

（月分） 

最高限度額 
 

（月分） 

そ の 他 の     E 
 

加算措置等 
備   考 

A支 給 率 等     E   ２３．００   ３０．５０   ４３．００   ４３．００ 
定年前早期退職 
特 例 措 置 
（2%~20%加算） 

 

A国 の 制 度     E 
（支給率等） １９．６６９５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 

定年前早期退職 
特 例 措 置 
（3%~45%加算） 
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キ．地域手当 

A支 給 対 象 地 域             E 全   地   域  

支 給 率       （%） ８．０ 

支給対象職員数     （人） ２ 

国の指定基準に基づく支給（%） 地域区分により 
２０～０ 

 
ク．特殊勤務手当 

区          分 全  職  種 
A代 表 的 な 職 種                    E 

行 政 職 （一） 行 政 職 （二） 

A給 料 総 額 に 対 す る 比 率               EA（%）    
A支 給 対 象 職 員 の 比 率               EA  

                        （%） 
    （令和５年４月１日現在） 

   

A代表的な特殊勤務手当の名称               E  

 
ケ．その他の手当 
                                                    （令和５年４月１日現在） 

区     分 A国 の 制 度 と の 異 同            E A差 異 の 内 容                         E 

扶 養 手 当 異 
配 偶 者      ６，０００円     （国  ６，５００円） 

   

  子        ９，０００円     （国 １０，０００円） 

住 居 手 当 異 最   高     １５，０００円     （国 ２８，０００円） 

通 勤 手 当 同 運賃相当額     ５５，０００円 最高額 （国 ５５，０００円 最高額） 
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継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額 

の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書 

 

 

款 項 事 業 名 

全    体    計    画 

前々年度

末までの

支出額 

前年度末

までの支

出（見

込）額 

当該年度

支出予定

額 

当該年度

末までの

支出予定

額 

翌年度以

降支出予

定額 

継続費の

総額に対

する進捗

率 

年 度 年割額 

左  の  財  源  内  訳 

 特 定 財 源 
一 般 

財 源 
国 都 

支出金 
地方債 その他 

１ 

総務費 

 

 

２ 

総務 

管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事

業公営企

業会計移

行事業 

 

 

 

令 和 

3年度 

 

 

 

4年度 

 

 

 

5年度 

 

 

 

 

 千円 

 

 

 

12,113 

 

 

 

7,188 

 

 

 

 16,099 

 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 千円 

 

 

 

12,113 

 

 

 

7,188 

 

 

 

16,099 

 

 

 

千円 

 

 

 

12,113 

 

 

 

千円 

 

 

 

12,113 

 

 

 

7,188 

 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,099 

千円 

 

 

 

12,113 

 

 

 

7,188 

 

 

 

16,099 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

 

 

 

34.2 

 

 

 

20.3 

 

 

 

45.5 

計 35,400    35,400 － 19,301 16,099 35,400  100.0 
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(単位：千円)

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

１ 下 水 道 整 備 事 業 債 2,969,048 2,671,177 0 275,731 2,395,446

(1) 小 河 内 処 理 区 301,788 240,131 0 61,343 178,788

(2) 奥 多 摩 処 理 区 2,667,260 2,431,046 0 214,388 2,216,658

２ 浄化槽市町村整備推進事業債 53,379 49,658 0 3,591 46,067

3,022,427 2,720,835 0 279,322 2,441,513合　　　　　　　計

　　　町債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

　　　当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当該年度中増減見込額
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額
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